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建設
～建設技能労働者不足の解消に向けた打ち手

0

2025年5月30日

みずほ産業調査 Vol. 78 「日本産業が直面する制約を乗り越えるために

～人手不足とエネルギー制約を成長につなげる打ち手～」

産業調査部

人手不足
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サマリー

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

◼ 建設業就業者数については高齢化の進展等により減少傾向が続いており、需要の推移と比較しても顕著な減少傾向

― 足下では需要が供給を上回っており、労務費の上昇を要因として建設工事費の上昇傾向が続いている。特に建設技能

労働者の減少が供給制約につながっていると考えられる

― 住宅建築は住宅需要縮小が続くものの、それ以上のペースで大工技能者が減少しており、供給制約につながっている

◼ 人材確保と生産性向上を通じた供給力確保が各社の重要な戦略となっており、生産性向上に向けた施策としてはBIMがテ

クノロジー活用の核となりうる

◼ BIM等の技術については、バリューチェーンを一貫して活用することで効果を最大限発揮できるが、建設業界については重

層下請構造となっており、建設現場ごとに元請・下請の組み合わせが異なるケースがある。また地域の建設業者について

は中小規模の事業者も多く、中小規模の事業者ほどICT技術の導入が進んでいない傾向もある

◼ 大手ゼネコンや大手ハウスメーカーはサプライチェーンの強化や内製化を模索しており、中小企業にとっても技術導入の

チャンスとなりうる

◼ 重層下請構造については、人口増加局面においては需要減少に備える観点で経済合理性があったと考えられるが、人口

減少局面においては需要減少以上に供給体制の維持が困難となることに備えるべき。加えて重層下請構造の解消は、BIM

等の技術をバリューチェーン一貫して活用できることとなり、業界全体の生産性向上にもつながると考えられる

― 2050年の建設技能労働者は、60～165万人の不足になると考えられる

― BIM等がデジタル技術の核となり、自動施工やプレキャスト化、ロボット施工などのソリューション導入にも寄与する

◼ 業界全体で人材配置の適正化や技術活用が最大限進むことによって、建設業界が魅力ある業界になることを期待
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名目建設投資はピークから一時半減するも、2010年代以降は好調に推移

◼ 名目建設投資はバブル崩壊後減少傾向となり、2010年度にはピーク時の約50%と半減したが、その後は東日本大震災の

復興需要や民間設備投資意欲の回復、ストックの増加に伴う建築補修の拡大により増加傾向が続く

― 直近3年度の増加については、建設工事費上昇による影響も大きい

◼ 一方で民間住宅投資は、2000年以降リーマンショック時期を除いて10兆円台後半を維持しているが、住宅着工戸数ベース

で見ると、リーマンショック以降100万戸を恒常的に下回り、2023年度ではピーク時から約半減の80万戸まで減少している

2

（注）2022、2023年度は見込額
（出所）国土交通省「建設投資見通し」より、みずほ銀行産業調査部作成
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（出所）国土交通省「住宅着工統計」より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足への対応は喫緊の課題、建設工事費は再び上昇基調へ

◼ 建設業就業者の年齢構成について人数のピークであった1997年と比較して、55歳以上の割合が12.7%Pt増加する一方、

34歳以下の割合は11.1%Pt低下しており、熟練技術者からの技術承継、若年入職者の確保・育成が喫緊の課題

◼ 建設技能労働者については不足状態が継続。2024年度から労働時間の上限規制が適用されており、今後も継続を見込む

◼ 建設工事費は、2021年以降の世界的な資材価格の高騰と人手不足による労務費の上昇により上昇傾向で推移

― 2023年は資材価格の落ち着きにより高騰は一服、足下は下落要因となる局面もあるが、人手不足による上昇が続く

― 堅調な需要を背景とした受注者有利な競争環境と、人手不足に伴う供給制約が継続し、今後も上昇は続く可能性

（注1）6職種：型わく工（土木）、型わく工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）
（注2）長期平均：2011年4月～2024年9月にかけての建設技能労働者不足率の月次平均
（出所）各図はそれぞれ、総務省「労働力調査」、国土交通省「建設技能労働需給調査」、国土交通省「建設工事費デフレーター」より、みずほ銀行産業調査部作成

建設工事費デフレーターの推移年齢階層別建設業就業者割合 建設技能労働者不足率の推移

（月次）
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人手不足に伴う供給制約により、重層下請構造のパワーバランスが変化

◼ 建設業就業者数は、名目建設投資の減少もあり1997年度をピークに減少傾向が続き、足下では477万人とピーク時と比較

し約30%減少

― 2010年代以降名目建設投資が回復していることに伴い、技術者数については2013年度をボトムに改善傾向となる一方、

技能労働者数は1997年の455万人をピークに足下まで減少傾向が続き、2024年度では300万人で推移

― 2024年度から時間外労働の上限規制が適用されたことに伴い、特に直近は人手不足の傾向が拡大

◼ 重層下請においては元請に近いほど技術者を多く、下請ほど技能労働者を多く抱える構造

― 技能労働者の減少を要因として、元請が下請を選ぶ関係から、下請が元請の仕事を選ぶ関係に変化しつつある

建設業就業者数、技能労働者数及び技術者数推移 建設業界における重層下請構造

（出所）総務省「労働力調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 （出所）みずほ銀行産業調査部作成
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下請が優位で
案件を選別

建設 現状分析
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建設技能労働者の中でも大工技能者の減少は一段と大きく、住宅建築の供給制約要因に

5

◼ 建設業就業者の中でも特に大工技能者の減少は著しく、25年間で6割以上減少しており、同期間で約半減した住宅着工戸

数以上の減少ペースとなっている。高齢化が進展している大工技能者は、今後より一層不足する可能性が高く、一層の住

宅建築の効率性向上が求められる

◼ また、住宅建築においても下請構造は同様であり、建設技能労働者が減少する中において、施工ネットワークを維持・拡大

できた企業が結果的に残存者利益を獲得しうる立場となり、競争優位を生み出す可能性が高まっている

住宅建築における主な下請構造

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

住宅建築における建設技能労働者の減少推移

（出所）総務省「国勢調査」より、みずほ銀行産業調査部作成
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担い手不足の解消に向け、各社は人材確保・生産性向上に取り組む

◼ 担い手不足の解消に向けた対策としては、人材確保と生産性向上に関する取り組みに大別

― 企業間の協力や独自の工夫を重ねながら各種取り組みに注力している

⚫ 特に企業間の協力事例としては、業界を挙げて施主に対して適正な価格転嫁や工期の確保を求めるための日本建

設業連合会によるパンフレット作製や、ロボット技術の開発や実用を共同で行うための建設RXコンソーシアムの取り

組みが挙げられる

◼ ①優秀な人材を確保し、②技術開発・導入を通じて、③生産性を向上、④賃金アップや工期の適正化を通じて、①さらに優

秀な人材を確保と、各取り組みは両輪で進める必要があるものと思料

担い手不足の解消に向けた各社の取り組み

人材確保 生産性向上

• 適切な労務費の確保

• 働き方改革

• CCUS（注）

• 外国人材活用

• 従業員教育

・・・

• BIM/CIM

• ロボット活用

• 自動施工

• プレキャスト化

・・・

賃金アップ
工期の適正化

技術開発・
導入

• 工業化率向上・木造プレファブ建築

• 住宅販売手法の効率化（分譲住宅拡大）

6

住宅にフォーカスした取り組み

（注）建設キャリアアップシステム（Construction Career Up System）の略で、技能者の保有資格・社会保険加入状況や現場の就業履歴などを業界横断的に登録・蓄積して活用する仕組み
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

① ③

②

④

建設 対策と課題
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BIM/CIMは、建設業の生産性向上に資するテクノロジーの核となりうる

◼ 建設生産の各段階において、生産性向上のためにロボットやICT技術等のテクノロジーの活用が考えられる

◼ BIM/CIM（注）をベースに、各工程のICT機器を繋げることで、自動化施工を見据えた効率的な建設生産が可能に

― カメラの映像による現場確認の効率化やロボットの活用、ウェアラブル端末による情報共有の効率化等の効果が期待さ

れる

建設生産システムにおけるテクノロジーの活用

（注）Building Information Modeling/Construction Information Modelingの略で、3次元CADによって作成された建物形状情報に、コストや仕上げ、プロジェクト管理情報などの属性データを追加した
統合データベース

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

企画・調査段階 設計段階 施工段階

ロボット・ICT建機・
ウェアラブル端末・

携帯端末

検査段階

通信ネットワーク

BIM/CIM

レーザースキャナ・
3次元測量機器・ド
ローン・カメラ

ICT ICT

BIM/CIMソフトウェア
を搭載した
コンピュータ・
VRデバイス

レーザースキャナ・
3次元測量機器・

ドローン・カメラ・セン
サー

生産機械・センサー

維持・管理段階

レーザースキャナ・
ドローン・カメラ・セン

サー

利用 集積

工場生産・配送

BIM/CIMとは・・・

柱 梁 壁 窓 建具

部材

・外見（デザイン）

・設備（空調・電気）

・配管（水廻り、空調）

・構造（柱・梁）

3次元形状情報 

・
・・

・材質、性能

・サイズ、重量

・メーカー／製造年

・積算価格（コスト）

・スケジュール（工程）

属性情報 

・
・・
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建設 対策と課題
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BIMモデルの普及に向けた課題

◼ BIM/CIMは建設業界における生産性向上に資する有効なツールと理解

― 一方で、現状は設計、施工の各分野がそれぞれ個別にBIMを活用し、維持・管理まで利活用されず

◼ 特に、施工段階においても元請間・下請間で標準のフォーマットが存在しておらず、利活用の課題となっている状況

各生産プロセスにおけるBIMモデル・情報の利用状況

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

現

状

設計BIM 施工BIM 維持・管理BIM

◼ 実施設計までの活用はまれ

◼ 意匠、構造、設備の各分野

での活用状況に差 ◼ サブコンでの活用は少ない

◼ 導入効果の不透明性

◼ 現状施工までの利用にとど

まり、維持・管理の利活用

は低調

課

題

設計、施工、維持・管理の各段階でそれぞれBIMを作成

情報の断絶により入力情報が引き継がれておらず、情報の一貫性確保が課題

BIMによる情報生産コストを上回る経済的メリットが不透明

BIM導入にかかる初期投資（人材育成、設備投資）負担

標準フォーマットの不存在（モデル・属性情報がバラバラ）

8

元請A社 BIM

元請C社 BIM

下請B社 BIM

下請D社 BIM

建設 対策と課題
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人手不足への対策の成否により二極化が進む可能性

◼ 前述のような取り組みを進めるにあたっては、初期投資や専門人材が必要となるが、特に中小企業においては取り組みが

停滞しているおそれ

◼ 生産性向上と人材確保の取り組みは両輪で進めていく必要があるが、大手企業を中心に好循環によって各種取り組みを推

進できる企業と、中小企業を中心に悪循環に陥り取り組みが停滞する企業へと、二極化が進む可能性

一般土木工事の等級別ICT施工経験割合 生産性向上と人材確保の取り組みの関係

（注1）母数は、等級ごとの2016年度以降の直轄工事を受注した業者数
（）内は一般土木の全登録業者数

（注2）対象期間は2016年～
（出所）国土交通省資料より、みずほ銀行産業調査部作成 （出所）みずほ銀行産業調査部作成

30社

111社

1,699社

149社

生産性向上

優秀な
人材確保

賃金アップ
工期の適正化

DXや
省人化の推進

生産性低下

優秀な
人材流出

賃金低下
工期のひっ迫

DXや
省人化の停滞
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分譲戸建住宅市場の拡大

分譲戸建住宅比率の拡大

住宅建築はプレファブリケーションのみならず、デジタルファブリケーションに期待

◼ 住宅建築では様々な事業者が介在する中、大手住宅メーカーは国土交通大臣の型式適合認定を取得した独自工法で住宅

建築の工業化を追求。またオープン工法の木造建築では、構造材のプレカット工程や２×４ランバー活用による現場作業の

オフサイト化を進めることで、効率的な施工を推進してきた

◼ ただし、今後更なる効率化が求められる中、これまでの延長上のアプローチに加え、BIMなどデジタル技術を活用したデジタ

ルファブリケーション（注1）などを取り入れた、一層の住宅建築の効率化や新たな付加価値創出が必要になる

住宅建築の歴史と今後の発展に向けた方向性

B
IM

・デ
ジ
タ
ル
フ
ァ
ブ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
拡
大

CLT （注2）等新建材活用による省人化・工期短縮

外壁材プレカットや窓・断熱材等のパネル化構造材プレカット拡大・CAD連動による自動化推進

戦後（～1975年） 1975～2000年 2000年～現在 将来

在来・
２×４
工法
建築

プレ
ハブ
建築

オープン工法としてサプライチェーン全体で効率化

２×４建築のオープン化

住宅の工業生産化による
住宅建設の近代化・合理化

量の確保から
質の向上へ

住宅のフローから
ストックへ

在来木造
建築中心

マン
ション
建築

カーボンニュートラル社会の実現
人口減・世帯数減 → デジタル化・DX

住宅
政策

生産工程の自動化比率の更なる引き上げ

製販分離モデルの推進

ユニット建築・モジュール建築シフト

（注1）3Dプリンターや3D木材加工機などにより短納期・新たな資材活用・高い意匠性・セルフビルドなど新たな価値を表現
（注2）Cross Laminated Timber。ひき板を並べた後、繊維方向が直交するように積層接着した木質系材料
（出所）国土交通省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

区分所有法
の制定

郊外
ニュータウン開発

都心回帰・
超高層化

プレハブ住宅の産業化→住宅建築の工業化が進展

型式適合認定を受けたクローズド工法として独自進化

プレキャスト工法の活用

大工技能者等の育成・施工機能の内製化

DXこれまでの延長線上の取り組み

10
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大手ゼネコンはサプライチェーンの強化に取り組む

◼ 生産性向上の取り組みに加え人材確保も重要な戦略となっており、大手ゼネコン各社は事業戦略の一環としてサプライ

チェーンの強化や、協力会社も含む生産性の向上を掲げる

◼ 協力会社においても、各種技術を取り込むことで生産性向上につながることを期待

◼ BIMに関してもサプライチェーンの強化により、情報が一貫して活用されることで生産性向上につながる

（出所）鹿島建設「鹿島グループ中期経営計画（2024～2026）」、大成建設「【TAISEI VISION2030】達成計画」、清水建設「中期経営計画〈2024-2026〉」、大林組「中期経営計画2022」より、
みずほ銀行産業調査部作成

【サプライチェーンの維持・強化、担い

手確保】

• 建設技能者の処遇を改善

• 重層下請構造改革を継続（原則二

次下請に限定した施工体制構築）

• 協力会社支援を充実（人材育成、

連携強化等）

鹿島建設
◼ 成長戦略

― サステナビリティ

【担い手確保・省人化を図る垂直統

合】

• 電気設備・電気通信分野の設計

施工会社 等

大成建設
◼ 事業変革の進め方

― M&A

【収益力向上を目指した有望なマー

ケットへの対応力強化】

• 強固なサプライチェーンの構築の

ためのアライアンス・M&A

清水建設
◼ 事業戦略

― 建築事業

【サステナブルサプライチェーンの構

築による競争力強化と担い手確保】

• 協力会社の生産性向上とデジタル

化の支援、教育訓練校や研修施

設の活用による技術力強化と技

能伝承

大林組

◼ 経営基盤戦略

― サプライチェー

ン戦略

協 力 会 社 ・ 下 請 企 業

連携強化

施工体制拡充

生産性向上

• BIMについても元請・下請間で規格やシステムが統合され、活用の効果がより発揮されることも期待

大手ゼネコンにおけるサプライチェーンに関する事業戦略と期待される効果

11
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大手住宅メーカーを中心にサプライヤーとの協調体制や内製化の方向性を模索

12

◼ 大手住宅メーカー各社は、社内大工育成に加え、独自の連携施策を通じた施工ネットワーク強化や効率化に取り組む

◼ 施工ネットワーク強化においては、工務店の事業承継や職人を協力工務店間で連携サポートする事業者も登場

大手住宅メーカーにおけるサプライチェーンに関する事業戦略

積水
ハウス

◼ スケルトン・インフィル事業

― 地場工務店との製販分離による

ケイパビリティ補完

◼ 社内大工の育成

― 人事制度改定と処遇改善

住友林業

◼ 社内大工育成

― 大工育成学校運営

◼ 工務店相談窓口設置

― 下請サポートの仕組み

大和
ハウス
工業

◼ 木造分譲住宅の強化

― 年間を通じた効率施工販売体

制の確立

◼ 大工への特別手当導入

（出所）各社IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

積水ハウスの技術提供
施工・品質保証
各種サポート

地域の特性に基づく提案
地域での高い仕入れ・販売力
地域密着型の顧客対応

スケルトン インフィル

積水ハウス パートナー企業

＜積水ハウス＞
基礎・躯体

＜パートナー＞
外装・内装

住友林業
施工パートナー
推進センター

新規業者
職方

（外部建設業者）

2022年度 2025年度 2027年度

分譲 請負
（棟数）

7,000棟
（70％）

3,000棟
（30％）

4,000棟
（57％）

3,000棟
（43％）

1,571棟
（25％）

4,191棟
（75％）

住友林業
協力施工店
約2,000社

応募相談

マッチング

スケルトン・インフィル事業の概要 分譲住宅比率拡大による効率施工の推進 大工育成・施工力確保に向けた仕組み構築

建設 ビジネスチャンス 定性面



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

432

381

331 331
318

295
275

259
243

225
207284

264
248

229
211

195
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2000 2005 2010 2015 2020 2025e 2030e 2035e 2040e 2045e 2050e
技能労働者数（実績）
技能労働者数（変化率①）
技能労働者数（変化率②）

（万人）

42

32 31 32

37
39

41
43

45
48

50

36 37 38 39
40 41

0

10

20
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40

50
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2000 2005 2010 2015 2020 2025e 2030e 2035e 2040e 2045e 2050e

技術者数（実績） 技術者数（変化率①） 技術者数（変化率②）

（万人）

2050年にかけて技術者数は増加、技能労働者数は減少の見込み

建設業就業者数の推移

（注1）本試算は機械的なものであり、技術者数については需要に応じた採用抑制等による下振れや、技能労働者数については外国人材活用の進展による上振れ等の可能性に留意する必要がある
（注2）2025年以降はみずほ銀行産業調査部予測
（出所）総務省「労働力調査」、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より、みずほ銀行産業調査部作成

【技術者数】 【技能労働者数】

項目 内容

人数
• 実績は「労働力調査」をもとに、予測は「国勢調査」の年齢割合をもとに推計
• 24歳以下および75歳以上人数は2020年の総人口に占める割合をもとに推計

変化率① • 2015→2020年のコーホート変化率を用いた推計

変化率② • 2005→2010、2010→2015、2015→2020年のコーホート変化率の平均値を用いた推計

13

◼ 建設業就業者数の推移を技術者／技能労働者の別に、コーホート変化率法により推計

― 変化率について、①は足下の好調な建設投資の影響を反映、②は①に加えリーマンショック等の影響も反映したケース

◼ 技術者数についてはいずれの変化率の下でも増加、技能労働者数についてはいずれの変化率の下でも減少する見込み

（CY） （CY）

建設 ビジネスチャンス 定量面
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57

60
66

49

58

38

0

10

20

30

40

50

60

70

実質建設投資（実績） 実質建設投資（ベースケース）

実質建設投資（リスクケース） 実質建設投資（供給制約ケース）

（兆円）

現状の生産性が継続すると11～28兆円の需要喪失。生産性向上は需要取り込みのチャンス

◼ 実質建設投資はここ10年程概ね横ばいで推移。内訳について、政府と民間非住宅も概ね横ばいで推移しているが、民間住

宅は人口減少を背景に減少傾向、一方で建築補修はストックの増加も背景に増加傾向で推移

◼ 今後の予測については、①実質GDPの年率0.5%成長に連動して実質建設投資も成長するベースケース、②日本の総人口

の減少に連動し実質建設投資も減少するリスクケース、③建設技能労働者の減少に伴う供給制約により実質建設投資も減

少する供給制約ケース、3パターンを想定

◼ 技能労働者の生産性向上は、11～28兆円の需要取り込みのチャンスにつながる

建設投資（実質値）の推移

（注）2025年度以降はみずほ銀行産業調査部予測
（出所）国土交通省「建設投資見通し」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より、みずほ銀行産業調査部作成

パターン 概要 分野別シナリオ

ベース
ケース

• 実質GDPが年率0.5%

成長するという仮定の
下、実質建設投資が実
質GDPに連動する前提
として試算

【政府】微増傾向で推移
【民間住宅】世帯数減少に伴い約半減
【民間非住宅】微増傾向で推移

【建築補修】老朽化とストック増加により年率約
2.3%増加

リスク
ケース

• 日本の総人口の減少
ペースに連動して建設
投資も減少する前提に
より試算

【政府】人口減少に連動して年率約0.6%減少
【民間住宅】世帯数減少に伴い約半減
【民間非住宅】人口減少に連動して年率約0.6%

減少

【建築補修】老朽化とストック増加により年率約
0.7%増加

供給制約
ケース

• 建設技能労働者1人あ

たりの実質建設投資は、
2023年度の平均値が
継続するものとして試算

• 建設技能労働者数の推
移は変化率②を用いて
試算

【政府】供給制約により年率約1.6%減少
【民間住宅】世帯数減少に伴い約半減
【民間非住宅】供給制約により年率約1.6%減少

【建築補修】老朽化と供給制約により年率約
0.8%減少

14

11～28兆円の
需要取り込みの
チャンス

（FY）
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現状の延長では2050年の需要対比技能労働者は不足、生産性向上のポテンシャルは高い

◼ 前2ページの推計をもとに、技術者／技能労働者それぞれについて2050年の過不足数を算出

― 現状と比較して2050年時点で、技術者はいずれのシナリオにおいても需要＜供給となるのに対して、技能労働者はいず

れのシナリオにおいても需要＞供給となる見込み

⚫ 技術者の需給バランスについて、実際は採用の抑制等により、需要に見合った技術者数になると考えられる

◼ 建設技能労働者の不足分は人以外の手段で代替する必要があり、不足する技能労働者に支払っていた人件費2.8～7.9兆

円は代替技術への投資に充てられる可能性がある

― BIMソフトのライセンスやプレキャスト製品の他社工事向け製造等は、上記ポテンシャルを取り込むチャンスとなる

2050年における建設業就業の過不足数と各種技術導入のチャンス

（注1）2015～2023年の一人あたり建設投資額の平均値をもとに、2050年における建設投資額から算出
（注2）技能労働者の人件費は、厚生労働省「令和5年賃金構造基本統計調査」より、478万円とした
（出所）前2ページの推計をもとに、みずほ銀行産業調査部作成

技術者の過不足数 技能労働者の過不足数

変化率① （50万人） 変化率② （41万人） 変化率① （207万人） 変化率② （195万人）

ベースケース

（必要人数（注1））

+11万人 +3万人 ▲152万人 ▲165万人

（39万人） （359万人）

リスクケース

（必要人数（注1））

+21万人 +13万人 ▲60万人 ▲72万人

（29万人） （267万人）

DX化、ロボット活用、プレキャスト、3Dプリンター等の技術導入にとって、
2.8兆円（60万人×478万円（注2））～7.9兆円（165万人×478万円）

が投資されるチャンスとなる

15
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重層下請構造の解消は注文者・受注者双方にとってメリットがあるのではないか

◼ 人口増加局面で需要減少に備えるため生まれた重層下請構造は、バリューチェーン一体で施工を効率化し生産性向上を実

現するにあたっての障壁となる

― 重層下請構造の解消は、従前の注文者にとって人件費が固定費となることで需要減少時のリスクとなるが、人口減少局

面というパラダイムシフトにおいては、需要の減少以上に施工体制の維持が困難となることに備えるべきではないか

◼ 注文者・受注者間において、注文者側は施工体制拡充のため、受注者側は技術の取り込みやBIM等のバリューチェーンに

紐づく情報連携による生産性向上のため、企業間の統合を進めるべき

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

重層下請構造解消のための再編

BIM等の

技術の
隔絶

施主

ゼネコン

一次下請
サブコン等

2次下請以下

1人親方まで・・・

施主

技術者
中心の

企業で統合

技能労働者
中心の企業で

統合

16

案件ごとに
注文

案件ごとに
注文

案件ごとに
注文

案件有無に
かかわらず
人件費負担

案件有無に
かかわらず
人件費負担

BIM等の

技術の
隔絶

BIM等の

技術の
隔絶

BIM等

技術の
一体活用

BIM等

技術の
一体活用

【Pros】 【Pros】【Cons】【Cons】
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注文者・受注者それぞれのメリットが業界全体の魅力向上につながることに期待

◼ 従前は業界内の注文者・受注者間で営業活動を行い、案件受注後に設計や現場管理の業務を提供

― 重層下請構造の改善に向けた再編後は、営業活動にかける体力を削減でき、その分を設計や技術部門へのサポートに

回すことで、供給能力が捻出でき、売上規模の拡大が可能となる

◼ 各プレイヤー目線でのメリットに加え、長期的に各社間・各階層間で再編が進むことで、階層間の余剰部門のスリム化によっ

て業界全体の人手不足の解消にもつながる

― 人手不足の解消が、働き方改革の推進を通じて業界の魅力向上にもつながることに期待

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

注文者・受注者間の統合によるメリット

注文者

受注者

営業部門 設計・技術部門 営業部門 設計・技術部門

営業

設計 現場管理

営業

設計 現場管理

配置転換・業務サポート

✓ 足下の供給のボトルネックを解消し、事業規模の拡大が可能

✓ 現場の体制を拡充し、売上規模拡大につながる

✓ その他メリットとして、ゼネコンの知名度を生かした人材確保や
川上工程の情報を踏まえた技術開発も

✓ 各社・各階層で再編が進むことで、
階層間の営業部門や管理部門がスリム化
⇒供給に直接携わる部門に人員を集中させることで、

  人手不足の解消にも資する

【注文者として】

【受注者として】

【業界全体としても】

17
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大手企業はサプライチェーン内製化拡大、中堅中小企業は水平分業でエリアに根差したビジネスモデル構築へ

◼ 住宅建築の場合、大手企業では資本力をベースとしてサプライチェーン内製化による施工力強化の動きが拡大する可能性

◼ 一方で、地域のビルダー・工務店においても、従来の住宅建築フランチャイズモデルと同様に、効率施工技術を核とした水

平分業モデルなどによって、効率的な住宅建築が実現できる事業者がエリア単位で存在感を発揮する可能性

大手企業を中心としたサプライチェーン統合のイメージ 建築技術を核とする水平分業モデルの展開

（出所）各社HP等より、みずほ銀行産業調査部作成 （出所）ウッドステーション・セレンディクスHPより、みずほ銀行産業調査部作成

デベロッパー ビルダー 地域工務店

素材メーカー
（モルタル・土・木）

3Dプリンター
メーカー

設計
事務所

3Dプリンター建築
エンジニアリング企業

木造建築
サプライ
チェーン
統合

建材からの
プレファブリ
ケーション化
サポート

（例）YKK APの在来工法向け木質パネル開発

◼ 高断熱窓を軸に、壁、屋根、基礎などの断熱構造商品
や設計、工法、コンサルティングなどを組み合わせた
「外皮トータル断熱ソリューション」を打ち出し

◼ 当社の高断熱樹脂窓を組み込んだ在来木造建築用の
木質パネルを開発し、商品化を目指す

（例）三菱地所GのMOKUWELL HOUSE

◼ 2020年にMEC Industryを設立し、鹿児島県に国産木

材加工工場を稼働

◼ 同工場のCLTを活用し、「中間コスト削減」「現場作業人

工削減」による大幅コストダウンを実現した日本初の

CLT 純木造プレファブ住宅を商品化

住宅建築の
垂直統合

（例）積水ハウスGによる住宅施工を核としたアライアンス

◼ 積水ハウスが建築する住宅の基礎工事、躯体の組立
工事を担うグループ施工会社を統括する中間持株会社
を設立し機能強化

◼ スケルトン・インフィル事業パートナーとの提携
（土屋ホールディングスとの資本業務提携）

ウ
ッ
ド
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

プレカット業者

プレカット業者

プレカット業者

プレカット業者
大
型
パ
ネ
ル
生
産

パ
ー
ト
ナ
ー
会

…

生産指示

パネル納品

発注

建て方指導

図面処理・設計

建築家

ハウス
メーカー

ビルダー

工務店

設計事務所

大工

ウッドステーションの大型パネル供給モデル

セレンディクスの3Dプリンター住宅事業展開イメージ
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テクノエフアンドシー
（ミサワホーム子会社）

建設 障壁と打ち手
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